
総量規制に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ１ 規制対象圏域外から対象圏域内への事業所の移転や、対象圏域内での定員の増員は、新規指定で

はないため認められますか。 

Ａ１ 対象圏域内への移転や定員増を行うことで対象圏域内の供給量が増加するため、制度の導入の趣

旨から認められません。 

 

Ｑ２ 同一の規制対象圏域内での移転は認められますか。 

Ａ２ 認められます。ただし、対象圏域から別の対象圏域への移転については、移転先の対象圏域の供給

量が増加するため、制度の導入の趣旨から認められません。 

 

Ｑ３ 規制対象圏域において、就労継続支援Ｂ型以外のサービスから就労継続支援Ｂ型に転換すること

は認められますか。 

Ａ３ 対象圏域の供給量が増加するため、制度の導入の趣旨から認められません。 

   ただし、生産活動収支が賃金総額を下回るため経営改善計画書を提出している就労継続支援Ａ型

が就労継続支援Ｂ型に転換することについては、現在は認めておりませんが、利用者の居場所確保等

の観点から、来年度以降に向け、令和７年１０月３１日以前から運営している就労継続支援Ａ型に限

り一定の条件を付すことで、総量規制中であっても例外的に就労継続支援Ｂ型への転換を認めるこ

とを検討しており、詳細が決まり次第お示しします。 

 

Ｑ４ 規制対象圏域で運営法人の変更を行いたいのですが、新規指定となるため規制の対象になります

か。 

Ａ４ 運営法人を変更する場合、変更前の法人が運営する事業所は廃止し、変更後の法人が運営する事

業所については新規指定を行うこととなりますが、同一場所において運営法人のみ変更し、事業所の

職員及びすべての利用者を引き継ぐ等、変更前後で実質的に継続して運営されると認められる場合

（※）は、対象圏域の供給量は増加しないため、規制の対象外とします。 

 

Ｑ５ 規制対象圏域で生活介護１０名と就労継続支援Ｂ型１０名の多機能型事業所を運営していますが、

（※）変更前後で実質的に継続して運営されると認められる場合とは 

同一場所において、事業所の職員及びすべての利用者を引き継ぐことを基本とします。 

ただし、以下の変更については認めます。 

・ 事業所の使用範囲内での、設備やレイアウトの変更 

・ 事業所の管理者及びサービス管理責任者が引き継がれたうえでの、その他職員の変更（そ

の他職員は、少なくとも半数以上が引き継がれる必要がある。） 

・ 法人変更前の事業所の利用者について、原則として法人変更後の事業所での受け入れを可

能としていることを前提として、利用者の一部が法人変更後の事業所でなく他のサービ

ス・事業所等を希望した場合の、利用者の一部入替 



生活介護を廃止し、就労継続支援Ｂ型は定員１０名のままとすることは可能ですか。 

Ａ５ 国の基準上、単独型の就労継続支援Ｂ型は定員規模を２０名以上とする必要があるため、生活介

護を廃止して定員１０名の単独型の就労継続支援Ｂ型とすることはできません。また、制度の導入の

趣旨から、就労継続支援Ｂ型の定員を２０名とすること（定員増）も認められません。 

この場合、就労継続支援Ｂ型も含めて廃止するか、生活介護を「休止」することを選択していただ

きます。 

そのうえで、生活介護の「休止」を選択された場合は、原則１年以内の休止期間のうちに、「生活

介護の再開」、「就労継続支援Ｂ型も含めた事業所の廃止」のいずれかを選択していただくことになり

ます。 

 

Ｑ６ 規制対象圏域で就労移行支援１０名と就労継続支援１０名の多機能型事業所を運営していますが、

就労移行支援の定員を１０名から６名に減らすことは可能ですか。 

Ａ６ 国の基準上、多機能型事業所は定員の合計を２０名以上とする必要がありますが、当該多機能型

事業所において就労移行支援の定員を１０名から６名に減らす場合、同時に就労継続支援Ｂ型の定

員を１０名から１４名に増やす必要が生じるため、制度の導入の趣旨から認められません。 

 

Ｑ７ 規制対象圏域で就労継続支援Ｂ型の新規開設や定員増を行うには、令和７年１０月末までに事前

相談を完了させないといけないということですが、指定要件のどの程度まで決まっていれば事前相

談が完了となりますか。 

Ａ７ 事前相談が完了するには、少なくとも以下の点がすべて確認できる必要があります。 

 

Ｑ８ 令和７年１０月末までに事前相談が完了した場合、どの時期に指定されますか。 

Ａ８ １０月末までに事前相談が完了し、１１月以降に申請書が提出された場合、申請書を受理してか

ら概ね２か月間の審査期間を経て、毎月１日に指定を行います。また、最終の指定日は令和８年９月

１日となります。 

なお、本市では例年、年度当初の基本報酬等給付費の変更に伴う業務を優先するため、他のサービ

スを含めて、４月２日から５月３１日付けでの事業所の指定を行わない取扱いとしており、就労継続

・ 事前相談票及び添付書類（指定基準上必要な設備及び面積が記載された平面図、付近図、建

物の耐震性が確保されていることがわかる書類、従業者の勤務体制一覧表）が漏れなく提出さ

れていること。 

・ 定員が確定していること。 

・ 実施主体の要件（法人格が必要であること、定款への記載が必要であること）を理解してい

ること。 

・ 指定上求められる設備要件（必要な部屋や設備が設けられている、必要な面積がある、事業

を行う区画が明確に区分されている等）に合致する図面が確定していること。 

・ 申請者が指定上求められる人員要件（必要な職種、員数、資格等）を理解しており、人員要件

を満たす従業者の勤務形態一覧表が提出されていること。 



支援Ｂ型についても当該期間日付けでの指定を行いませんので、ご注意ください。 

＜参考＞令和７年１０月末までに事前相談が完了した場合の指定手続きの例 

 

【例１】最短（令和８年２月）で指定を受ける場合 

令和７年１０月 事前相談完了（開設日の３カ月前までに完了が必要） 

１１月 指定申請（開設日の２カ月前までに提出が必要） 

     １２月 審査（１２月含む２カ月間） 

 令和８年 ２月 指定（１日付） 

 

【例２】令和８年６月に指定を受ける場合 

令和７年１０月 事前相談完了（開設日の３カ月前までに完了が必要） 

令和８月 ３月 指定申請（開設日の２カ月前までに提出が必要） 

      ４月 審査（４月含む２カ月間） 

      ６月 指定（１日付） 

 


